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（2）講義成果の評価
①　講義に参加しないものには効果が得られな
い
　この講義モデルは，講義に参加する学生に興
味を持たせながら講義内容を理解させるもので
あるため，当初から講義に参加しない学生に対
しては効果が得られない。なお，再履修者に当
初から講義に参加しないものが多く見られる傾
向があり今期は63％が登録のみとなっている。
②　5月連休明けの欠席者への対応
　連休明けの欠席者は放置するとそのまま欠席
を続ける傾向にある。この対応方法は講義モデ
ルに組み込まれていないが，連休前までの3回
の講義で科目に興味を持たせることに注意を
払っている。また個人的には学生の顔を見かけ
たら声をかけるなどの対応をしている。今年度
は5％近い学生の出席率が他の学生より10％強
低くなっているが，講義から離脱する状況では
ない。
③　講義のまとめ提出の効果
　講義のまとめは，学生にとっても教授者に
とっても有用である。学生が講義内容を把握す
るためには，耳にした内容をまとめることが必
要となる。講義を聞き流していたのでは，講義
内容をまとめることは困難である。このため学
生の多くは講義に集中している。その結果，講
義開始時には講義まとめとして数行し記述でき
なかった学生も講義内容を確実に記述できるよ
うになってきている。最近学生が提出した講義
ノートの一部を資料2にしめす。
　講義まとめが作成できることと，講義内容を
理解したこととは同意ではない。しかし，講義
のまとめを作成することで，記憶として残るこ
とは事実であろう。
　教授者にとって，講義のまとめの確認作業で，
多くの学生の勘違い，聞き落としのあることに
気づかされた。勘違いや聞き落としは誰にもあ
ることであり，学生の責任とすることではない。
このため，講義の1テーマ終了時に，簡単な要
約を組み込むこととした。これにより学生が講
義内容について再確認できていると理解してい
る。
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資料 2　学生提出の講義ノートの例
　ABCと ABMは原価計算の製造間接費を適切に管理
　ABCや ABMはそれぞれ主要単語の頭文字を取って
Bは bace「基本・基準」Cは cost「原価計算」を意味
算，ABMは活動基準管理と訳される。
　製品を製造するに当たって掛かる費用を製造原価（
材料・直接労務費・製造間接費からなる。それぞれの
るに当たって直接使用した資材の総額を言い，直接労
った従業員に対する給料で，その製品に掛かった分だ
接費は電気代や建物の減価償却費，その他の製品に対
言う。
　昔のように少品種を大量生産していた時には，製造
間接費の額は小額であった。しかし現在のように多品
動が複雑化し，その支援業務が増大化するため製造間
に述べた背景から直接費の管理が重要であったが，現
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④　事前学習と試験成績との関連について
　講義手法などを考えるようになる以前におい
て，期末試験の成績分布は2つの山を持ってい
た。ひとつは20点あたりに中心をもつβ分布
であり，もうひとつは70点付近に中心をもつ
β分布であった。この二つが合成されて「ふた
こぶ駱駝」状態となっていた。しかし，講義手
法を調整するようになってからは分布のピーク
は移動するものの下位のピークは出現していな
い。これは，講義内容がほとんど理解できない
まま試験を受ける学生がいなくなったためと理
解している。
　図7は，会計学の過去4年分の前期試験のみ
の得点分布である。問題はyes/no形式の50問
マーク方式で実施したが，講義モデルの評価の
ため試験問題は変更していない。平成16年お
よび平成17年はeラーニングの使用を強制し
ている。平成18年はeラーニングを強制した
が配点上のインセンティブを与えていない 25）。
平成19年は大学移転にかかるシステム変更に
対応できずeラーニングシステムが講義開始日
に使用不可能状態であり，1ヶ月近く開始が遅
延したため利用を強制していない 26）。結果とし
て平成18年および平成19年は講義支援として
eラーニングが十分機能していない状況となっ
ている。それぞれの各2年の得点分布において
最大値は10点分相違しており，たまたまeラー
ニングの強制と相関しているように考えられ
る。次年度以降の試行の中で確認すべき事項で
あるが，eラーニングは講義開始時に利用指導
をしないと学生の利用率が上がらないようであ
る。
8 ．まとめ
　多様化した学生という表現は，大学にとっ
図 7　4年間の前期末試験の成績分布
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25）　学生の利用登録は7月に始まったが，受講
者の利用率は52％である
26）　学生の利用登録は4月に行えたが，受講者
の利用率は31％である
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て教育手法としての対応策を考えるとき，判断
材料を与える表現ではない。いわゆる高校まで
に習得すべき知識を完全に手に入れていないこ
とが多様化なのか。皆が大学に行くのでなんと
なく大学に入学するものがいるから多様化なの
か。学生の大学に対する期待が拡散したから多
様化なのか。大学は学生のいわゆる多様化に応
じて，教育内容や教育達成レベルが変わるもの
なのか。いま行われている教育品質議論は，い
わゆる「多様化した学生」に一定水準の教育
目標に到達させて卒業させるべきだとの視点に
立っている。それは学士力検定？　のような発
想からも伺い知ることができる。
　しかし教育品質論は，教育の質的向上とか教
育の質的改善などと表現され議論されている
ものの，教育品質の内容や判断基準 27）が明示
されないまま行なわれている。感覚的に教育の
質が変化したというような議論は制度的な判断
に適するものではない。進学率の上昇が教育品
質を引き下げるような議論もよく行われている
が，判断基準も不明確なまま議論をすることは
筋違いである。
　ただ，このような議論がおきる原因は，社会
が大学卒業生として期待するイメージと実際と
のギャップが拡大しており，その許容限界を超
えたと多くの人が感じているためである。つま
り，卒業単位を確保しただけでは大学卒業生と
して認定できないと考える人が多くなったので
ある。これは大学が教育達成目標を設定して，
一定水準の学生を卒業させる機能的な基準を設
定できていないことに起因しているのであっ
て，進学率が上昇したことに起因するものでは
ない。多くの大学において機関としての大学や
教育に責任を持つ教授者が一般の認識と大学の
運営が乖離しつつあるという現状認識ができて
いない結果である。
　ところで，教育達成目標は大学として明確化
すべき事項であり，個々の担当者の決定事項で
はない。それぞれの担当者が任意に目標を想定
し行動することは，いわゆる部分最適行動であ
り全体最適を阻害することは工程管理的発想で
は定説である。私の行っている試行も本学の教
育目標と合致しないのであれば全体最適を阻害
する問題行動となる可能性もある。大学として
の方針を明示し講義間の整合性をとるべきであ
る。
　教授者は，もしも大学としての基本方針があ
れば整合性を維持しつつ，講義のレベルに応じ
た達成目標を明確化し，効果的な講義手法を考
案する必要があろう。私の立てた仮説が正しい
ものなのかは現状では評価できないが，達成目
標レベル1水準の講義手法について試行を続け
ている。私なりには効果がある手法であると認
識しているが，大学としては本来ならFD支援
チームを組織して講義内容が確実に伝わる手法
を探し出すべきであろう。
　最後に本稿で述べた試行モデルに準じた会計
学の講義が，達成目標レベル1を達成したかに
ついての評価をする。学生の理解度の測定や試
験成績からは，いわゆる講義内容を覚えていな
い集団は，当初から欠席している学生を除けば，
覚えている集団との差異を統計的に見出せない
状態にあるため，学生はレベル1の達成目標で
ある講義内容を覚えている状態と推定できる。
このため，試行モデルに準じた講義手法は講義
内容を覚えさせるには有効であるといえよう。
なお前期末試験について，識別指数が0.15以
下の問題は平成19年では50問中12問となった
27）　国際協力における教育の質の指標化とそ
の困難性」H15年度国際教育協力シンポジ
ウム資料　澤村信英　2003
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が正答率からみて除外すべき問題とはしなかっ
た。ただ前年よりも該当する問題数の増加が見
られることから，講義内容以外の要因による影
響がないかについて今後原因分析をする必要が
ある。
